
　令和７年度　組織目標

総務部　税務課（課税担当）

課の方針 総務部　税務課（課税担当）

市税の課税業務

税に関する証明書の交付業務

1 .令和8年1月より、住民税の電子申告の受付が始まる。システム改修等、確実に申告データ

を受け取るための準備を遺漏のないよう実施する。

2.給与所得控除額の引き上げや、扶養控除の対象となる所得制限額の引き上げなど、法改

正内容を熟知し、令和8年度の適正な課税のためのシステム改修等の準備を行う。

3.相続税法58条に基づく報告の電子データでの送信や法務局からの登記データの受信な

ど、地方公共団体情報システム標準化を契機とした業務のデジタル化を通じ、業務量の削減

、業務の効率化を図る。

4.次期評価替に向け、地価公示や地価調査等の公的価格との比較・分析を実施し、時点修

正のあり方を研究する。

5.軽JNKSの小型二輪への拡大を契機に、納税証明書（継続検査用）の交付について見直し

を行う。また、地方公共団体情報システム標準化に伴い、軽自動車税（種別割）の賦課事務に

関する業務の見直しをし業務の効率化を図る。

6.税証明のオンライン申請について、利用数が増えるように他市の状況等を参考にアップグ

レードする。

7.地方公共団体情報システム標準化に伴い、各種マニュアルを見直す。

重点目標項目

組織の基本方針等 市税の適正課税

組織の主要施策
事務事業


